
 

 

 

 

 

 

 

 

連日、感染者が増加する新型コロナウイルスですが、

事業主が行う対応策について、ご質問等がございまし

たら、お気軽にお問合せください。 

厚生労働省にも「新型コロナウイルスに関する Q&A

（企業の方向け）」が掲載されていますので参考にし

てください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/k

enkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html 

 

 

 

◆施行は 2021年１月 

「病院に寄ってから出勤したいけれど、半日の休みは

必要ない……」「急な迎え要請で少しだけ早く帰りた

い……」、そんな育児や介護を行う労働者が子の看護

休暇や介護休暇を柔軟に取得できるよう、育児・介護

休業法施行規則等が改正され、時間単位で取得できる

ようになりました。改正のポイントは以下のとおりで、

施行は 2021年１月からです。 

改正前  

・半日単位での取得が可能 

・１日の所定労働時間が４時間以下の労働者は取得で

きない↓ 

改正後  

・時間単位での取得が可能 

・すべての労働者が取得できる 

◆制度導入におけるポイント（厚労省Ｑ＆Ａより） 

―「分」単位で看護・介護休暇を取得できる制度を既

に導入している場合は、法を上回る内容になっている

ため、別途、時間単位で取得できる制度を設ける必要

はない。 

―時間単位での看護・介護休暇を取得する場合の「時 

 

 

 

 

 

 

 

 

間」は、「１日の所定労働時間数未満の時間」とし、

１日の所定労働時間数と同じ時間数の看護・介護休暇

を取得する場合には、日単位での看護・介護休暇の取

得として取り扱う。 

―「中抜け」による時間単位での取得を既に認めてい

る場合、法を上回る望ましい取扱いであるため、改正

後に「中抜け」を想定しない制度に変更する必要はな

い。 

―フレックスタイム制度のような柔軟な労働時間制 

度が適用される労働者であっても、申出があった場合

には、時間単位で看護・介護休暇を取得できるように

しなければならない。 

―労働者にとって不利益な労働条件の変更になる場

合は、労働契約法の規定により原則として労使間の合

意が必要になる。 

―制度の弾力的な利用が可能となるよう配慮するこ

とが求められる。 

◆就業規則や社内規程の見直しも必要に 

来年の施行までに、就業規則や社内規程の見直し・修

正が必要になってきます。また、業務内容によっては、

時間単位での休暇取得が難しい労働者がいます。その

場合は、労使協定を締結することにより、その業務に

従事する労働者を除外することができます。 

その他に、本制度を導入し、要件を満たした事業主に

は、「両立支援等助成金」が支給されますので、情報

収集をしておくとよいでしょう。 

 

 

 

◆４月から中小企業も適用に 

「働き方改革」の下、昨年４月から大企業を対象に時

間外労働の上限規制が始まりました。時間外労働の削

減については多くのメディアでも取り上げられてき

ており、各企業で多様な取組みがなされているところ

ですが、いよいよ今年の 4月から中小企業も規制の対
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子の看護休暇・介護休暇～ 

     時間単位での取得が可能に 

時間外労働上限規制 2020年４月から 

中小企業も適用に 

新型コロナウイルスの事業主の対応！！ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html
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象となります。 

中小企業で猶予されていた月 60 時間を超える時間外

労働の法定割増賃金率 50％以上の規定についても、

2023年から適用が始まりますので、長時間労働が常態

化している会社において、残業時間削減の取組みは、

経営上無視できない問題となっています。 

◆労働時間は減少傾向に 

実際、労働時間自体は全体的に減少傾向にあるようで

す。直近の厚生労働省が２月に公表した毎月勤労統計

調査令和元年分（速報）によると、労働時間（１人平

均）は総実労働時間 139.1 時間と前年比 2.2％減とな

ったそうです（うち、所定内労働時間は 128.5 時間（同

2.2％減）、所定外労働時間は 10.6 時間（同 1.9％減））。

どの程度実態が伴っているものなのかはわかりませ

んが、残業時間の上限に法的規制が加えられたことか

ら、各企業で時間外労働等の削減に向けた 

取組みが進められていることは確かでしょう。 

◆残業時間削減の取組み 

残業時間削減の取組みとしては、「年次有給休暇取得

促進の取組」、「従業員間の労働時間の平準化を実施」、

「残業を事前に承認する制度の導入」、「従業員の能力

開発の実施や自己啓発の支援」、「ＩＴ環境の整備」な

ど様々なものがあります。厚生労働省では、現在、中

小企業の事業主に向けて「働き方改革」の特設サイト

を設けており、残業削減等の取組み事例や関連の助成

金の情報をまとめて紹介しています。各企業で時間外

労働の原因や適切な対策は異なりますが、自社の現況

を踏まえて対応可能なところから始めてみてはいか

がでしょうか。 

【厚生労働省「働き方改革特設サイト」】 

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/index.html 

 

 

 

 

◆2020年度の身元保証契約は要注意 

素性や経歴を保証するとともに、従業員が会社に何

らかの損害を与えた場合に連帯して賠償してもら

うため、入社時には身元保証人を立ててもらってい

る、という会社は多いのではないでしょうか。その

ような会社では、この春、「身元保証書」の見直し

が必要です。 

2020年４月より、「個人保証人の保護の強化」を目

的として、極度額（上限額）の定めのない個人の根

保証契約は無効とされます（改正民法 465条の２）。

入社時の身元保証契約は、従業員が会社に損害を与

えた場合に本人と連帯してその賠償を行うという

連帯保証契約であり、保証人にとっては、従業員が、

いつ、どのような責任を負うのかを予測することが

できないことから根保証契約に当たります。そのた

め、身元保証契約を締結する際には、賠償の上限（極

度額）を定めておかなければなりません。 

◆極度額の定め方 

極度額の定め方については、例えば次のように、こ

れまでの身元保証書に極度額を追加することが考

えられます。 

「同人の身元を保証し、同人が貴社に損害を与えた

場合、貴社が被った損害を賠償する旨確約します

（極度額○○○○円）。」 

なお、実務上は、「極度額をいくらにするか」が問

題となります。損害に対するリスクヘッジという観

点からは、あまりに低額とすると実効性がなくなり

ますし、一方であまりに高額としてしまうと、連帯

保証人が躊躇する等で手続きが進まないおそれも

あります。 

具体的に金額を明記する（「極度額は１千万円とす

る。」など）のがベストですが、例えば「極度額は

従業員の月給の○○か月分とする。」などと定める

ことも考えられます。 

◆「身元保証契約」締結の見直しも…… 

身元保証を求める会社は多いですが、実質的に形骸

化しているケースも多くあります。対応を求められ

ていることを機に、会社にとって身元保証契約を結

ぶことが本当に必要であるのか、再検討してみまし

ょう。 ４月までに対応しましょう！ 

「身元保証書」を求める際の留意点 

業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

https://www.mhlw.go.jp/hatarakikata/index.html

